【よびかけ】
日本政府に核兵器禁止条約の調印を求める「平和
の波」大阪行動（9／20～26）を成功させましょう
広島と長崎の被爆から72年。
原水爆禁止2017年世界大会は、核兵器禁止条約への調印がはじまる9月20日から国連核兵器廃絶デーの9月26日までの一週間を、世界のすべての国で政府に条約参加を求める世界同時行動「平和の波」を行うよう呼びかけました。
この呼びかけは世界中の平和運動団体などにも歓迎され、IPB(国際平和ビューロ―)など世界中で具体化が進んでいます。
今年7月7日、世界122の国々の賛成で採択された核兵器禁止条約は、被爆者とともに日本と世界の人々が熱望してきた核兵器の完全廃絶に道をひらく画期的な条約です。条約は、核兵器について、国際法、人道法、人権法と相容れない非人道的な兵器であるとして、開発、生産、実験、製造、取得、保有、貯蔵、使用、使用の威嚇のすべてにわたって禁止しました。
いま、核兵器を持つ国は国連加盟193カ国の中でもわずか9カ国。それらの国が決断すれば、「核兵器のない世界を命あるうちに」という被爆者の願いをかなえることが可能です。
日本政府は、この歴史的チャンスに、アメリカの「核の傘」に固執し、核兵器禁止条約への参加を拒否しています。それは被爆者と被爆国国民の願いに反し、戦争放棄の憲法に反する態度です。そんな政府は、一日も早く打倒しましょう。
　9月20日正午から、日本を起点に世界をまわる「平和の波」は、それぞれの国で政府に核兵器禁止条約への参加を求める行動の連鎖です。　私たちは、この提案を積極的に受け止め、大阪では、20日(水)午後6時から難波で、26日(火)午後6時から梅田ヨドバシカメラ前で大署名・宣伝行動を一時間取り組みます。また大阪での「署名推進連絡会」(仮称)発足に向けて、被爆者代表の皆さんによる記者会見を予定しています。
府内各地でも、創意と工夫にあふれる「平和の波」行動の具体化と積極的なご参加を心からお願いする次第です。
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